
平成21年度は以下を実施。
・環境保全型製品購入促進事業：セミナー開催（各都市８か所）、地方公共団体のためのグリーン購入取組ガイドライン
（平成22年3且改定）、特定調達物品情報提供システムの商品登録数（約26,000）
・環境物品等情報提供体制調査業務：環境表示ガイドラインの策定（平成21年11月改定）、セミナー開催（各都市４か
所）
・国際環境規制等情報提供体制検討業務：トライアル版の情報提供対象国・地域（20カ国・地域）、検討会・国内説明会
等（計7回）、各国カウンターパートとの会合（計11回）
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事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・環境保全型製品購入促進事業：グリーン購入の拡大に資するためのセミナー開催、地方公共団体への支援及び特定
調達物品情報提供システムの運営。
・環境物品等情報提供体制調査業務：環境物品に関する望ましい情報提供のあり方を示した環境表示ガイドラインの
改定（セミナー開催含む）及び「環境ラベル等データベース」の運営。
・国際環境規制等情報提供体制検討業務：我が国の優れた環境物品の普及拡大に資するため、国内外の中小企業を
含むサプライチェーンに対して各国の環境規制等に関する情報を提供するための体制づくりを検討し、トライアル版
データベースを作成。

環境への負荷の低減に資する製品・サービスの普及を図るため、環境ラベル等の環境情報や環境保全型製品・サー
ビスに関する情報提供を行うとともに、グリーン購入の拡大に資する施策を行う。また、我が国の環境保全型製品のサ
プライチェーンをグリーン化するため、国際的な環境規制等に関する情報を提供するための体制づくりを検討する。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

5338

執行率 89.5% 90.5% 116.7%

事業番号 235

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

平成１３年度製品対策推進経費

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

　一部改善

　(「環境保全型製品等購入促進事業」について、「国等におけるグリーン購入推進経費」に整理統合し、効率的な事業実施に努め
るべき。)

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

セミナーには、総計で１０７１名の参加を得た。参加者に対してアンケートを実施しており、その回答から、グリーン購入に関する情
報の入手機会が尐ない地方の中小企業や一般消費者に対しても、グリーン購入の取組みの重要性を広く普及できたと考えてい
る。開催後も地域グリーン購入ネットワーク（グリーン購入を促進するためにに設立された企業・行政・消費者の緩やかなネット
ワーク）に対し、加入希望の問合せが寄せられるなど、取組み拡大の一助になったものと考えている。
また、セミナーの効果を開催時で終わらせるのではなく、継続的にグリーン購入に取組れることが重要であるが、その礎となる地
域グリーン購入ネットワークがまだ発足していない地域においても、セミナーを契機にネットワーク発足へ向けた動きが見られてい
る。

引き続き一般競争入札で実施するとともに、一部の業務については「国等におけるグリーン購入推進経費」に統合する
ことで、効率的かつ効果的な事業執行を目指していく。また、「国際環境規制等情報提供体制検討業務」については、
平成23年度事業で情報更新体制を完成させることをもって事業を終了させ、平成24年度以降は民間主導で成果の活
用を図る。

アンケート調査の結果報告や検討会・セミナーの開催、特定調達物品情報提供システムに登録する商品データの提出
等に当たり、担当官と密に連絡を取っており、進捗状況やその内容、深度等は適宜適切に把握できていると考えてい
る。
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19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 36

総事業費(執行ベース) 34 38 42

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 環境経済課

上位政策

環境経済課長
石飛　博之

環境省総合環境政策局

一般会計

担当部局庁

環境・経済・社会の統合的向上

31

38 42

関係する計
画、通知等

グリーン購入法第１０条、第１４条、附則第２条 －

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

【一般競争・請負】

Ａ．（財）日本環境協会

18百万円

環境省

４２百万円

Ｃ．（有）サイトローブ

４百万円

環境保全型製品購入促進事

業

・セミナーの開催

・自治体の取組支援

Ｂ．（財）日本環境協

会

２０百万円

環境物品情報提供体制調査業

務

・環境表示ガイドラインの改定

（セミナー開催含む）

国際環境規制等情報提供体

制検討業務

・情報提供体制の検討

・規制等情報の収集



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.（財）日本環境協会 E.

使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 環境保全型製品購入促進事業調
査費

18

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 18

雑役務費 国際環境規制等情報提供体制検
討調査費

20

B.（財）日本環境協会 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 20 計

C.（有）サイトローブ G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 環境物品情報提供体制調査業務 4

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 4 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計


